
様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当

令和７年１月
８日

令和７年２月
17日 大阪市の国保でやってもないのにやってますサギを行う理由 却下 号 総務局

行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
８日

令和７年２月
17日

やる事もやらない（国民健康保険被保険者の確認事務）で、浪速区制
100周年の寄附金を募集できる根拠

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
８日

令和７年２月
17日

行政刑罰にもならない路上の喫煙禁止のチラシを市の広報板や地域の広
報板に貼りまくるが、社会保険の適切な加入のけいはつのチラシを市の
広報板や地域の広報板に貼らないで、やくざ企業、同和企業、右翼企業
の犯罪を保護する理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
８日

令和７年２月
17日

国民健康保険被保険者資格に係る確認事務の実施件数がわかるもの
（区別、年度別）

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
８日

令和７年２月
17日

国保の被保険者資格の適用開始、終了の届出にかかる事務取扱要領みた
いに健康保険の不正加入を正当化する理由（○○○ヤクザ保護を行う理
由）

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
９日

令和７年２月
17日

2025年の万博に参加する団体の性加害報道が多すぎる
参加を中止させる等の対策をとらない理由がわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
９日

令和７年２月
17日

大阪市が出している公共事業を請負っている企業において、有期雇用か
ら無期雇用へ労働者の雇用契約の転換が適切に行われている割合がわか
るもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
10日

令和７年２月
17日

ヤングケアラーの１番の悩み事である勉強へのサポートを行わない為
に、年末から年始にかけて自習施設の提供さえ行わなかった理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
10日

令和７年２月
17日

ヤングケアラーの一番の悩み事である勉強のサポートを行わない為に自
習施設を年末から年始にかけて、閉さする理由　24区長

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
10日

令和７年２月
17日

違法行為をかさね、社会的弱者をいたぶる施設として、西成労働福祉セ
ンター、日雇い寄せ場として、あいりん地域が存在する理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

公開請求の内容及び処理状況

総務局１月分

非公開事由
（7条該当号）



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由
（7条該当号）

令和７年１月
10日

令和７年２月
17日

有期雇用から無期雇用への雇用契約の転換を行わない為の年末から年始
にかけて、大阪市内の図書館で働く人達を雇い止めにしたのかわかる理
由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
10日

令和７年２月
17日

大阪市で働く有期雇用労働者から無期雇用労働者へ契約を変えた人数が
わかるもの（年度別）

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
10日

令和７年２月
17日

大阪市が大好きな雇い止めを行う事によって、雇い止めにあった人達の
生活がよくなる根拠がわかるもの（雇い止めを必ず行う理由）

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
15日

令和７年３月
３日

所得税法基本通達36条32を元に保険料の支払い、税申告及び税額決定の
事務要領

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
15日

令和７年３月
３日

国保の除外漏れによる遡及処理を行った時、所得税法基本通達36条32を
元に保険料の支払い、税申告及び税額決定の事務要領

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
15日

令和７年３月
３日

国保の除外漏れによる遡及処理を行った時、所得税法基本通達36条32を
元に保険料の支払い、税申告及び税額決定の事務要領を持たない理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
15日

令和７年３月
３日

国保の除外漏れによる遡及処理を行った時、所得税法基本通達36条32を
元に保険料の支払い、税申告及び税額決定の事務要領を持たない事によ
り大阪市民が納税の義務を果たさないように大阪市行政が裏工作する理
由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
16日

令和７年３月
３日

1月からの路上喫煙全面禁止による大阪市民のがんに
罹患する確率を下げ事が出来るのかわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

ミャクミャクのマンホール設置にサブミナル効果のねらいがあるから、
ワイセツな芸術性のない画像の為にイメージが悪くチケットが売れない
事がわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

ミャクミャクのマンホール設置にサブミナル効果がある為に、ワイセツ
マンホール設置前と設置後の大阪市職員のワイセツ行為、事件の数がわ
かるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由
（7条該当号）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

大阪市職員達が、日本の法律や制度を理解出来ず、本来行う公務を放棄
する理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

大阪市職員達が、日本の法律や制度を理解出来ず本来行う公務を放棄す
る理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

大阪市職員達が、日本家屋において、日本人としてのふるまいが出来な
い理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

大阪市職員達が日本家屋において、日本人としてのふるまいが出来ない
理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

日本家屋において日本人としての振るまいが出来ず、日本語や日本の制
度を理解しないで公務を放棄する人達を職員として採用、任用する理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
17日

令和７年３月
３日

日本家屋にて日本人の振るまいが出来ない、日本語が読めない理解出来
ない大阪市職員達の先祖が士農工商及びそれいがいが何％なのかわかる
もの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
18日

令和７年３月
３日

大阪メトロの株主として大阪市は、新しい500円玉が使える券売機と使
えない券売機を設置するのか?
すべての券売機で新しい500円玉を使えるようにしない理由がわかるも
の

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

大阪の他の行政機関とつるんで、社保に加入できるか確認する事務や、
社会保険適用拡大の事務を職員や市民に理解出来ないようにしている理
由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

地方自治体、公共団体等が地方分権をとなえるが、（大阪市、大阪府）
○○○○や○○○事件等多くの勤労者が被害にあう犯罪、事件に対して
何度もくり返されるように、他の法律の活用や対策もしない理由

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

所得税法基本通達36条32を大阪府や大阪市の行政では活用しようとしな
い根拠がわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由
（7条該当号）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

所得税法基本通達36条-32を大阪府行政や大阪市行政で活用している事
がわかる事務要領や取扱要領

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

所得税法基本通達36条-32を活用する為に、国税庁等に事務要領、取扱
要領、通知や通達を求めた事がわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

所得税法基本通達36条32を活用するにあたり、国税庁に事務要領、取扱
要領、通知、通達を求めなかったのかわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

大阪市という自治体は、日本国の重要施策等を行わない体制なのに、日
本国を代表して万国博覧会をやろうとするのかわかるもの
（資力の活用、被保険者の確認事務、国保の除外、所得税法基本通達36
条-32との連けい）

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
24日

令和７年３月
４日

大阪市内の下水とつながる側溝を土で埋めたりしている場所があるが、
大雨が降れば、水があふれると思うが、なぜ側溝を土で埋めるのか埋め
る理由がわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
28日

令和７年２月
12日

公文書館引継ぎ簿冊のデータの変更について（依頼）
（決裁日：令和５年４月28日）

公開 号 総務局 公文書館

令和７年１月
30日

令和７年３月
７日

財政局では、国保の除外もれからなる社会保険のそきゅう処理におい
て、所得税法基本通達36-32で処理された後も、使用人が、使用者に保
険料の支払いが必要と考える根拠がわかるもの

却下 号 総務局
行政課（情報公開
グループ）

令和７年１月
30日

令和７年３月
７日 国保料の徴収が減る為に、所得税基本通達36－32を活用しない理由 却下 号 総務局

行政課（情報公開
グループ）


